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研究成果の概要（和文）：　本研究は、国連の集団安全保障の要ともいえる経済制裁において、制裁に起因する無辜の
住民への被害防止のために導入されたスマート・サンクションが引き起こしている人権侵害をいかにして防止すること
ができるのかについて検討したものである。
　検討の結果、スマート・サンクションは、司法手続を経ずに制裁対象が指定される結果、財産権や移動の自由などの
人権問題を引き起こす恐れがあるが、安保理によるオンブズパーソン制度の導入とその強化によってかなりの程度改善
されつつあることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）： This study has examined how to prevent the possible human rights violations 
resulting from the imposition of UN economic sanctions in the form of smart sanctions (targeted 
sanctions).
 As a result of the study, it has become clear that the designation of targeted persons without going 
through any judicial processes in smart sanctions may well lead to infringement of human rights of the 
targeted persons, in particular their right to property and right to liberty of movement.
 In this connection there are certain favorable developments in the Security Council. The Council 
introduced a system of Ombudsperson by its Resolution 1904(2009) and strengthen it by Resolution 1989 
(2011) to be a system in which the view of the Ombudsperson regarding delisting will be sustained unless 
the Sanctions Committee decides otherwise by consensus. This virtually means that his/her view 
recommending delisting will most likely be respected.
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１．研究開始当初の背景 
（１）申請者は、科学研究費基盤（Ｃ）（H21
～23）の助成を受けて、「安保理決議が法的
拘束力を有する要件について：主要国の見解
の調査研究」と題する研究を実施した。その
過程で参照した多くの関連安保理決議は、い
わゆる経済制裁に関する決議であり、また、
調査の一環として行った主要国の法律顧問
へのインタビューにおいて、それらの決議が
必ずしも実効的には実施されていない旨の
発言に頻繁に接した。 
 
（２）申請者は、また、2009 年 10 月から
2010 年 10 月にかけて、国連安保理とその
補助機関である北朝鮮制裁委員会を補佐す
るために設置された専門家パネルに参加す
る機会を与えられ、実地の形で経済制裁の実
施過程を検分し、制裁違反にかかわる現地調
査へも出かけた。その過程で、制裁決議の違
反がいかにして行われているのかについて、
多くの知見を得ることができた。しかし、パ
ネルの任務との関係で、その知見をもとに掘
り下げた研究を行う機会をもつことができ
なかった。大学復帰のためにパネル委員を辞
任し、また上記基盤研究（Ｃ）も完了するこ
ととなったことから、本格的に本研究課題を
追究することとした。 
 
 
２．研究の目的 
（１）国連の経済制裁が発動される機会が近
年加速度的に増加しているが、その一方で、
長期にわたる制裁の継続にもかかわらず、そ
の実効性が問われる事例が多く見られる。国
連の集団安全保障の要ともいえる経済制裁
に実効性に欠けるところがあるということ
になれば、重大な問題である。 
 
（２）他方で、実効性確保の取組みとして、
１９９０年代の半ば以降、いわゆるスマー
ト・サンクション（ターゲット・サンクショ
ン）が実践されてきている。しかし、それに
よって制裁の実効性がどの程度高まってい
るのか疑問であるし、むしろ財産権侵害を含
む人権侵害の問題がクローズアップされて
いる。このような現状を背景として、本研究
は、国連の経済制裁を実効性確保の観点から
分野横断的に包括的・総合的に検討・分析し、
同時に国際法の観点から問題点を摘出する
ことを目的とするものである。 
 
 
３．研究の方法 
（１）本研究のコアとなるべきポスト冷戦期
の経済制裁の実践は、極めて多様であり、し
かもそのそれぞれが効果において異なって
いることから、一定の分類を行いながら検討
を進めた。分類は機能的な側面から行い、大
きく①貿易禁止（武器禁輸、包括的禁輸）、
②金融制裁（資産凍結など）、③個人の渡航

禁止、④その他（航空制裁、外交制裁など）
の 4つに分け、近時の経済制裁の最も重要な
特徴の一つであるスマート・サンクションに
ついては、分野横断的（②と③を含む）に検
討を行った。全体として、時期を基礎とした
クロノロジカルなアプローチ（時代背景の影
響を受けることが考えられる）と、上記の機
能面からの分類に注目したアプローチ（時代
背景とは一応独立に分析が可能である）の双
方を織り交ぜながら、その相互関係を意識し
つつ検討を進めた。 
 
（２）実践的な研究の具体的な手法としては、
主として資料分析とインタビューの二つを
用いた。両者は段階的に行うのではなく、同
時並行的に行い、それぞれの作業の成果が他
方の作業の有益な促進要因となるように工
夫した。すなわち、インタビューにおいては、
資料分析の結果判明した事項について確認
を含めた意見交換を行うと同時に、資料分析
において不明であった点を解明するための
助言や示唆を得た。同時に、インタビューで
得たさまざまな示唆をその後の資料分析に
おいて役立てた。法的分析は、実践的な研究
と同時に実施した場合と、一定程度の実践的
研究の蓄積をまった後まとめて実施した場
合がある。 
 
 
４．研究成果 
（１）本研究は、第一に、ポスト冷戦期に加
速度的に増加している経済制裁が、長期にわ
たる実施にもかかわらず、必ずしも所期の目
的を達していない原因はどこにあるのかに
ついて検討した。その結果、制裁に実効性の
欠ける部分のある原因として、次のような事
実があることが判明した。 
①貿易禁止との関連では、主要な輸送手段で
ある船舶において、積荷証券の虚偽記載から
始まり、コンテナ内部における物理的な隠蔽
工作、輸送ルートの小刻みで複雑な組み合わ
せなど、多種多様な隠蔽手段が使われていた。
さらに、フロントカンパニー（架空会社）を
利用して、実際に取引を行う会社が同定でき
ないような工作が行われていた。 
②このような工作に対しては、港湾等におけ
る検査の拡充が直接的な対応策となるが、港
湾をハブ化して利潤を追求したい港湾経営
者の側は、逆に手続の簡素化を追求している
というジレンマがある。フロントカンパニー
の問題も、その設立自体は法的に規制されて
いないし、小国が企業誘致のために簡略な手
続で会社設立を認める傾向にある点がネッ
クとなっている。 
③金融制裁を含むスマート・サンクションと
の関係では、制裁対象となっている団体・個
人、とりわけ団体が、自らが制裁対象リスト
に掲載されるや、期間を置かずして名称を変
更し、または新たに別の団体を設立するなど
して、制裁逃れを行っていることが判明した。 



④このような制裁逃れに対しては、その後の
安保理決議において「制裁対象となっている
団体・個人のために行動している団体・個人」
に対しても同様の制裁を適用することを決
定するという対応がとられている。しかし、
実際に各国が制裁を実施するには、やはり個
人・団体のリストが必要であり、リストを基
礎とする限り問題は解決されないというジ
レンマがある。 
 
（２）本研究は、第二に、国連の集団安全保
障の要ともいえる経済制裁において、制裁に
起因する無辜の住民への被害防止のために
導入されたスマート・サンクションが引き起
こしている人権侵害の問題を取り上げ、それ
をいかにして防止することができるかにつ
いて検討した。その結果、以下の諸点が明ら
かとなった。 
①スマート・サンクションは、安保理ないし
制裁委員会において、司法手続を経ずして制
裁対象たる団体や個人を指定し、その資産の
凍結や渡航禁止を加盟国に義務づける制度
であるが、その結果、財産権や移動の自由な
どの人権問題が発生する可能性がある。実際、
欧州司法裁判所の Kadi 事件をめぐる一連の
裁判はそのことを示している。同裁判所は
2008 年の判決において、防御権、特に聴聞を
受ける権利および防御権について効果的な
司法審査を受ける権利の侵害があり、また、
財産権の不当な制約あると判示し、関連する
EU 規則を取り消している。 
②これに対して安保理は、2009年の決議1904
において、アルカイダ制裁との関係で、それ
までのフォーカル・ポイントに代わるものと
して、オンブズパーソンの制度を導入した。
これは、独立・公平なオンブズパーソンが、
制裁対象となっている個人・団体による制裁
リストからの削除要請について、関連する情
報を収集するなどした後、制裁委員会に対し
て削除要請に関する「所見（observations）」
を含む包括報告書を提出し、委員会は、当該
包括報告書を検討した後、削除を認めるか否
かの決定を通常の手続で行う、というもので
ある。 
③しかし、この制度は、単なるメッセンジャ
ーに過ぎなかったフォーカル・ポイントと比
較すれば、進歩した制度といえたが、オンブ
ズパーソンの任務はせいぜい所見の提出に
とどまり、最終的な決定はもっぱら制裁委員
会が通常の手続（コンセンサス方式）によっ
て行うというものであって、限定された効果
しか期待できない制度であった。 
④その後安保理は、2011 年の決議 1989 にお
いて、オンブズパーソンの制度を強化した。
それによると、オンブズパーソンは、制裁対
象となっている個人・団体による制裁リスト
からの削除要請について、関連する情報を収
集するなどした後、制裁委員会に対して削除
要請に関する「勧告（recommendations）」を
含む包括報告書を提出し、委員会は当該包括

報告書を検討した後、オンブズパーソンがリ
ストからの削除を勧告している場合には、コ
ンセンサスでそれを拒否しない限り、当該個
人・団体を制裁リストから削除する、という
制度である。 
⑤この制度の下でオンブズパーソンに与え
られているのは勧告権限に過ぎず、勧告はそ
れ自体としては拘束力を有するものではな
いが、制裁委員会がコンセンサスで反対の決
定を行わない限り、リストからの削除の勧告
は実施されることになっているという点で、
手続的には相当に影響力のある勧告といえ
る。 
⑥もっとも、このオンブズパーソンの制度は、
アルカイダ制裁との関係でのみ導入された
制度であり、他の多くの制裁との関係では利
用できないという限界がある。今後の改善点
としては、まず、この制度を他の制裁委員会
との関係でも利用できるように適用拡大す
るということが考えられるであろう。 
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